能力ある地方政府による総合行政体制 by 北山 俊哉 & Toshiya Kitayama
日本の政治行政体制の特徴を中央地方関係からみるとどのようなことが
言えるだろうか｡ 本稿は, ｢能力ある地方政府による総合行政体制｣ とい
うように日本の政治行政体制をとらえる｡ それはどのような特徴であるの
か｡ 今までに行なわれてきた中央地方関係の議論とはどのような関係に立
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アメリカの都市自治体に許容されている ｢自治憲章 (home rule charter)｣
とは, 当該の都市自治体の自治権 (所掌事務) の範囲や政治構造の仕組み

































村松は1994年に出版された 『日本の行政』 において, 日本の中央地方

















































一つが ｢中央政府による統制｣ であり, もう一つが ｢事務事業の実施権
論
説
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こうして集権から分権 (分権化), あるいは分権から集権 (集権化) へ










































れる｡ そして, 第二次大戦後の日本は, 自治体の一般的事項における分権
と, 個別行政における技術的統制手段の著しい発達によって特徴づけられ
る, というのである｡ 戦前は逆に, 一般的事項における集権と個別行政に
おける技術的統制手段が未発達であった時代であった｡ 彼は一般的事項に
おける集権をさらに ｢包括的集権｣ と呼び, 戦前の体制についてより具体
的に ｢内務省―府県体制｣ と呼んでいる｡ これに対して, 現在の集権は,
個別行政における集権であり, これを ｢機能的集権｣ と読んでいる｡
この意味で, 戦後も集権体制ではあるが, その意味内容は変化したとし
て, 戦前戦後変容説という非常に刺激的な新説を唱えているのである｡ こ
































は, それほど, 関心が向けられていないように思われる｡ 次に, 曽我謙悟
の集権・分権の整理を検討しよう｡
曽我謙悟：集中と分散, 分離と融合
曽我の見解を彼の行政学教科書である 『行政学』 から分析しよう｡ 曽我
の場合も, 集権・分権を量的, 質的の２つの側面から捉えようとする｡ 量
的なとらえ方は, 権限, 情報, 金銭, 組織といった資源をどの程度抱えて
いるか (資源の分配) に注目するものである｡ これに対して質的なとらえ
方は, ４つの資源をどのように用いるのか, それを誰がどのように決める
のかという視点 (資源の利用がどのように行われるのか) であるとする｡





























































財源, 人材, 情報の経路が存在していることを指す｡ 典型例として, アメ
リカの学校区があげられている｡ アメリカにおいては市町村にあたるmu-
nicipalのレベルは教育を管轄していない｡ 学校区 (school district) とい
う特殊目的の自治体において教育委員会 (education board) が教育を管轄
していることが多いのである｡ これに対して市町村に当たる自治体は一般
目的 (general purpose) の自治体というわけである｡
日本では, 一般目的の自治体である市町村が多くの政策を形成実施して
いる｡ ただ, 第二次世界大戦後は GHQの影響もあって, 行政委員会制度
が採用されている｡ 首長から独立した存在である教育委員会が教育を管轄
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合である｡ 県や市といった一般目的の地方政府が政策を所管することがこ





さて曽我の 『行政学』 の賞賛に値する点の一つは, 彼が多くの概念を操
作化し, それを図表化してみせていることであり, そしてそのことによっ
て日本を比較の中に置いていることである｡ ここがまさに曽我行政学の見
せ所となっている｡ それでは, 先ほどの集中・分散と, 融合・分離はどの
ようにして操作化されているであろうか｡
まずは財政データによる把握がなされている｡ 量的側面である集中・分




































険方式をとっていると政府の一般会計から外れてしまう (飛田, 4 ページ)｡
そこで参考のために社会保障基金を除き, 対 GDP比の政府支出の国際
比較を総務省のホームページからみてみよう (図４ http : //www.soumu.
go.jp /main_content /000282934.pdf)｡ この2012年の記述によると, 日本の
地方政府の支出は, 11.2％となり, スウェーデン (21.7％), イタリア














































































































































































































































































































































































































































る｡ 逆にドイツ (4.57倍) がいちばん高くなり, カナダ (4.45倍) の次に
来る｡ 日本はスウェーデン (2.49倍) よりも高く, 連邦制ではない単一国
家では一番高い｡ このような財政データで見る限りでは, 財政的にも分散
の国であるといえよう｡








政的な集中・分散では平均的であり, 融合・分離 (財政的な自立性) では
やや高いということになっている｡ 曽我は財政データだけではなく, 人的
資源にも注目し, 集中・分散の指標として国家公務員と地方公務員の比率
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そして, 以上に見た２つの異なる意味で使われている場合, 中央地方関
係には４つの可能性があることになる (図５)｡ 第１は, 中央からの統制
も多く, 中央が多くの事務も実施している場合である｡ これは最も明らか
に集権であろう｡ 第二に, 中央政府からの統制も少なく, 地方政府が多く
の事務・権限を持っている場合である｡ これは分権的であろう｡
問題は次の２つの類型である｡ 第３に, 中央政府からの統制は少ないの
だが, 地方政府の行っている事務や権限も少ない場合である｡ 第４に, 中
央政府からの統制は多いが, 地方政府の実施する事務・権限も多い場合で
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図５ 集権・分権の４類型
第１類型 第２類型 第３類型 第４類型
中央政府 中央政府 中央政府 中央政府




















すでに, 拙著 『福祉国家の制度発展と地方政府』 の中で論じたので繰り
返さないが, ジェフェリー・セラーズ達の研究では, 各国の中央地方関係
を, ｢上位政府からの監督の程度｣ と ｢地方政府の能力｣ という二つの指
標で分類している｡ それによると, 地方政府の能力が小さいところでは,
上位政府からの監督の程度が高いところから低いところまで散らばるのに
対して, 地方政府の能力が高い国はそもそも少なく, それらの国 (北欧諸
国) では, 中程度の監督が存在しているのである｡ そして日本は中程度の
監督と, 北欧諸国に次ぐ高度な地方政府の能力のところに位置づけられて
いる (Sellers and Lindstrom)｡
このことを本稿の整理から考えると, 高度の監督と低度の能力の国 (す
なわち, 明らかな集権), 低度の監督と低度の能力の国 (すなわち, 自由
度拡充路線の国), 中程度の監督と高度な能力の国 (すなわち, 所掌事務
拡張型の国) は存在するものの, 低度の監督と高度の能力 (すなわち, 明
らかに分権の国) は高度産業民主国家の間では存在しないという興味深い
結果となっている｡ 村松のジレンマという点から考えると, 自律性と活動






















































いう明らかな変容が見てとれるからである｡｣ (市川, 62ページ)｡ 彼にとっ
て重要なのは, 集権体制の変容である｡ 地方への機関委任事務で行おうが,
出先機関の新設で行おうがそれは機能的集権の一形態である｡ 市川が彼の
書物 ｢で扱うことになる集権化は, 補助金の増大, 必置機関・必置職員の
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が増えることとなる｡ 財源としては, 自主財源で行わせる場合もありうる
が, 補助負担金が中央政府から移転されて, 融合型における事務を実施さ










いるが, 融合とは ｢国と自治体が, 同一種類の事務事業に相互に関係する
状態｣ (金井, 16ページ) としていて, 天川の用語とは若干異なっている｡
しかし, これはかなり重なる概念であると言って良いだろう｡ これは曽我
と異なる点である｡
しかし, 曽我と同様に, 分立か否かの軸についても言及している｡ 分立
は ｢国・自治体を通じて, 行政が個別分野ごとに縦割りになっている状態
を意味する｣ (金井, 17ページ) としている｡ これは曽我の分立と同じで
あるが, その反対の概念として, 曽我の総合と異なり, 統合という用語を
用いている｡
その上で, 金井は, 融合であり, 統合である体制を, ｢総合性｣ と呼ん
でいる｡ ｢総合性とは, 国と自治体を相互に連関させて自治制度を構築す
るという融合性と, 自治体レベルで各種の行政分野を可能な限り広く包括
しようとする統合性とを合わせたものである｣ (金井, 7 ページ)｡
論
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機関委任事務は通常, 融合・分立体制の支柱であるとされてきたが, 府
県に事務を留める限りにおいて融合・統合体制 (＝総合性) の種でもあっ






型であり, かつ分立型でない場合 (曽我の場合はこれが総合だが) を合わ
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に実施すると書いてある｡ したがってこれは所掌事務拡張型の分権を志向
しているように思われる｡ もちろん, 中央統制も少なく, 地方政府に多く



















により, 国民健康保険を行うものとする｣ という規定があり, 市区町村の
事務となっているが, しかしこれをしないという自由は与えられていない｡











｢高齢者医療制度に関する Q&A 平成18年７月18日｣ という文書
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戦前戦後で変容したもう一つのポイント
では市川が述べるように, 戦前の包括的集権が戦後の機能的集権に変容
したということであろうか｡ 戦後は, 知事と市町村長が公選となり, 都道
府県も市町村も完全自治体となり, 一般的事項においては分権化がなされ
た｡ しかし, 戦後の変化はこれだけではない｡ 中央政府においても政官関
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力の拡大についても射程に入れて初めて完結する｡ 首長と地方議会の選挙











では集権・分権との関係はどうであろうか｡ まず, 融合型の場合に, さ
らに一般的事項における分権があり, 公選, 政治参加, 競争によって地方
政治が活発であった時には地方から中央への働き掛けも盛んとなるであろ
う｡ 次に, 自由度拡充と所掌事務拡張との関係でいえば, 所掌事務が拡大
するたびに地方政府にとって利害関心をもつ事柄が増大し, 地方から中央
への連絡・要求なども強くなっていくことであろう｡
ここに着目したのが, Francesco Kjellbergである (Dente and Kjellberg)｡
中央地方関係において地方に自律性があることを重視する ｢自律モデル
(autonomous model)｣ と, 中央と地方間で統合されていることを重視す
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政策フィードバックとしての, 能力ある地方政府による総合行政体制
そして筆者が重視するのは, 歴史的制度論および ｢時間的射程のなかの




















ある時期に決定実施された公共政策が, 1) 市民の意味・範囲, 2) ガバ
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方政府, そして後の政策に与えた影響を, 歴史的に, すなわち時間軸のな
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ちで, 後の時期に政策の立案の上での重要なプレイヤーとなっていったの
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論説
Local Governments with Capacity
for Comprehensive Administration
Toshiya KITAYAMA
Various aspects of central-local relations are analyzed, including centraliza-
tion, decentralization, delegation, autonomy and integration in order to dem-
onstrate that the postwar Japanese local governments could be characterized
as those with capacity for comprehensive administration. These local gov-
ernments may not have been the ones with autonomy but they have been in-
tegrated with the central government to solve the local and national
problems as well.
How have they started and how they evolved is the question to be asked
in the following projects.
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